
 

 

平成 24 年 6 月 11 日（月） 平成 24 年度 
第 2 回熱中症関係省庁連絡会議 参考資料８ 

 

平成２４年度熱中症関連予算 

                                                                          

                                                                （単位：千円） 

 

省 庁 名 

 

２４年度 

予算額 

 

主 な 施 策 概 要 

 

消防庁 

 

 

通常業務の一環と

して実施 

 

 

・消防機関に対し、熱中症傷病者に適切な処置が行われる

よう助言 

・消防庁ホームページ上に、熱中症による救急搬送者の状

況を速報値として週間ごとに提供 

・熱中症の予防策や症状、応急手当等について紹介した普

及啓発リーフレットを作成し、消防庁ホームページに掲

載するとともに、消防機関等を通じて広く一般に提供 

 

文部科学省 

 

 

 

公立学校施設整備費

（129,636,963）の内

数 

（内閣府で計上して

いる沖縄分を含む） 

 

 

・学校現場において、熱中症の予防や児童生徒が熱中症を

発症した場合の対応が的確に行われるよう、予防方法や

応急措置等についてまとめた「熱中症を予防しよう」パ

ンフレットを作成し、全国の教育委員会、学校、中体連

及び高体連等に配布するとともに、独立行政法人日本ス

ポーツ振興センターのホームページに掲示している。ま

た、教職員等を対象とした会議等において熱中症の問題

を取り上げて指導している。 

・子どもたちのよりよい環境を確保するため、公立学校施

設においては、夏の暑い日差しを遮ること、風通しをよ

くすることなどの校舎づくりの工夫や、地方公共団体か

らの計画を踏まえた空調設備の設置を支援している。 

 

厚生労働省 

 

 

 

(地域福祉課) 

セーフティネット 

支援対策等事業     

(23,723,800)の内数 

 

 

(安全衛生部労働衛生

課) 

（800） 

 

 

・住民参加による地域づくりの推進を図る「地域福祉等

推進特別支援事業」を活用することにより、熱中症予防

策として支援が必要な方々への個別訪問や集いの場（サ

ロン）の設置などを実施する地方自治体に対し、補助を

行うことを可能としている。 

 

・職場の熱中症対策として、昨年の職場における熱中症

死亡者数を取りまとめ、今年の対策と併せて提供すると

ともに、パンフレット「熱中症を防ごう！」を熱中症頻

出業種である建設業団体及び都道府県労働局に対し、配

付する。 



 

 

 

農林水産省 

 

 

 

通常業務の一環とし

て実施 

 

 

・農作業中の事故の撲滅を図るため、全国の行政機関、

ＪＡ、農機械メーカー・販売店等の幅広い関係者によっ

て構成された農作業安全ネットワークにおいて、熱中症

事故の発生情報の提供及び熱中症への注意喚起をタイ

ムリーに行う。 

・農作業現場における熱中症事故を防ぐため、通知及び

パンフレットを作成し、全国の行政機関に対して現場で

の指導徹底をお願いするとともに、ホームページに掲載

し広く周知を行う。 

 

 

気象庁 

 

 

 

観測予報業務費 

（20,445,170）の内数 

 

 

・全国各地の気温の観測情報及び予測情報の提供 

(気象観測や予報を行うために必要な経費の内数で実施) 

 

 

環境省 

 

 

 

(環境安全課) 

高温熱環境等の健康

影響に関する基礎的

調査研究 

（2,293） 

 

熱中症対策緊急推進

事業 

（35,000） 

 

 

(大気生活環境室) 

異なる生活空間にお

けるWBGTの推計手法

の検討 

（7,093） 

 

 

熱中症予防情報の継

続的提供 

（8,510） 

 

 

 

・一般国民に広く熱中症等の予防方法や対処方法を伝え

ることを目的として、パンフレット等の作成・配布によ

る普及啓発を図る。 

 

 

・地域における熱中症対策を推進するため、指導者とし

て中心的に対応できる者を養成することを目的として、

自治体の担当職員、民生委員等を対象に、熱中症に関す

る基礎知識や対策等についての講習会を開催する。 

 

 

・オフィス街や住宅街などそれぞれの生活空間におけるW

BGTと、気象台におけるWBGTの違いを把握する。具体的

には住宅街などに観測機器を設置し、WBGTのモニタリン

グを行い、場所毎のWBGTの差について定量的に把握し、

それぞれの生活環境を考慮したWBGTの推計手法を検討

する。 

・気象庁情報を用いてWBGTの予報値を算出し、WBGTの実

測値等と併せて、インターネットを通じて一般に公開す

るとともに、自治体等に配信する。 

 

 

 

 


